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．はじめに――「浙江現象」とは
中国国内の研究者，政策担当者の間で「浙江現象」，?浙江モデル」，?浙
江の奇跡」という言葉が使われ始めたのは1997年末からである。同年９月
に北京で開催された中国共産党第15回党大会の決議をうけ，国有企業の株
式会社への転換が促進されるとともに，私有制の企業が名実ともに合法的
存在として認知されたことにより，全国平均を上回る持続的な成長を私有
企業先導で達成してきた浙江省に全国の注目が集まったのである。これを
契機に「市場を見るなら，浙江へ行け」とばかりに，中国全土から様々な
レベルの視察団が相次いで浙江省を訪れるようになる。なかでも翌98年11
月28日には，当時の中国共産党上海市委員会書記，黄菊氏（共産党中央政
治局員を兼ね，後に副首相，2007年死去）を団長とし，市の副書記兼市長
の徐匡迪氏など上海市の幹部を団員として網羅する視察団が３日間にわた
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り，上海に隣接する嘉興市や紹興市，杭州市を訪問した。一行は，省外か
ら原材料を仕入れて商品を加工して，これを省外へ販売したり（?両頭在
外」)，地域ごとに特産物の生産と販売シェアの拡大に官民を挙げて取り組
み（?一県一品」，?一郷一品」，?一村一品」)，それらの商品を広範囲に取
引する専業市場が形成される（?一鎮一市」)，といった浙江省独特の，市
場経済化の実情を見学し，?市場大省」浙江の経験を学んだ（『解放日報』，
1998年12月８日)。
中国きっての商工業都市である上海市の共産党幹部は国家レベルの指導
者層でもあり，彼らが大挙して杭州市など浙江省各地を訪問して市場の実
態を視察することは，国を挙げて浙江省を市場経済化のモデル地域として
その経験を全国に広めようとするキャンペーンの一環であったことが窺え
る。
その後，各地から視察団が続々と浙江省を訪れるようになり，?浙江現
象」がより一層広い範囲で取り上げられるようになる。そうしたなかで，
浙江省の省長（県知事に相当）柴松岳氏が『人民日報（海外版)』(2000年
３月12日）に，論説「イノベーションがもたらした浙江経済の輝き」を掲
載し，市場経済体制への移行後21年間の，四つの方面にわたる成果とし
て，①省のマクロ経済の急速な発展，②都市・農村のインフラストラクチ
ュアの大幅な改善，③多元的で全方位的な対外開放の基本的枠組みの形
成，④都市，農村住民の生活水準の顕著な向上，を挙げ，それぞれの項目
について以下のような具体的な数値を示した。
① GDPベースの省生産額が，1978年の124億元（全国29の省・自治
区・特別市のなかで12位）から1999年には5350億元へ（全国31の
省・自治区・特別市のなかで４位)，また１人当りの省生産額は1978
年の331元（29地域のうち16位）から1999年の１万1993元（31地域
のうち４位）へと年平均，名目で13.3％の成長を達成。同じ期間の
省の財政収入は27億元から477億元へと年平均の伸びは14.6％。
② 1999年度の，省内高速道路延長数392キロ（1978年はゼロ)，一般道
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４万キロ。電話普及率100人あたり30.6台（全国１位)，携帯電話を
所有する戸数333万戸（２位)，発電容量1558万キロワット。万トン
クラスの船舶が停泊可能なバース41，うち４大国際港の一つ寧波港
は貨物の積み出し・卸し量は全国で３位。空港は７箇所で内外160余
りの路線。この21年間の，国有単位によるインフラ建設のための投
入資金は2,213億元とそれ以前の社会主義計画経済期の20年間の総
額の52倍に匹敵。
③ 省からの輸出額は1980年の２億4000万ドルから1999年には183億ド
ルと年率30.6％の増加（全国４位)。1999年末の段階で外資による
投資契約額は308億ドル，実際の投資額は160億ドル。
④ 都市住民の可処分所得，農村居住者１人当りの純収入は1978年から
1999年までの間に，それぞれ年平均7.3％，8.9％増加して，1999年
には8428元（全国４位)，3948元（全国３位)。
柴松岳氏は，人が多くて土地が狭い（人多地少)，鉱物資源に恵まれな
い，など経済環境が不利であるにも関わらず，持続的な高成長を遂げるこ
とができたのは，鄧小平の掲げる，解放思想，?事実に即して是非を判断
する」(?実事求是」）の精神によるところが大きい，としたうえで，成長
を支えた直接的な要因として，非国有，非集団制の企業，つまり私有企業
の成長，株式組合制度（?股份合作制」）の普及，市場競争への適合，科学
技術の奨励などを挙げている。
同年５月には，当時の中国共産党総書記江沢民氏が浙江省南部の，私有
企業の活動が最も活発であり，?温州モデル」として中国内外で有名な温
州市を視察したことが「浙江現象」ブームに一層拍車をかけた。数多くの
研究者，政策担当者が，?浙江現象」を地域開発のモデルとして取り上げ，
様々な角度から浙江省の経済成長の実態と要因を論ずることになる。
中国経済の新たな局面 3376
り，上海に隣接する嘉興市や紹興市，杭州市を訪問した。一行は，省外か
ら原材料を仕入れて商品を加工して，これを省外へ販売したり（?両頭在
外」)，地域ごとに特産物の生産と販売シェアの拡大に官民を挙げて取り組
み（?一県一品」，?一郷一品」，?一村一品」)，それらの商品を広範囲に取
引する専業市場が形成される（?一鎮一市」)，といった浙江省独特の，市
場経済化の実情を見学し，?市場大省」浙江の経験を学んだ（『解放日報』，
1998年12月８日)。
中国きっての商工業都市である上海市の共産党幹部は国家レベルの指導
者層でもあり，彼らが大挙して杭州市など浙江省各地を訪問して市場の実
態を視察することは，国を挙げて浙江省を市場経済化のモデル地域として
その経験を全国に広めようとするキャンペーンの一環であったことが窺え
る。
その後，各地から視察団が続々と浙江省を訪れるようになり，?浙江現
象」がより一層広い範囲で取り上げられるようになる。そうしたなかで，
浙江省の省長（県知事に相当）柴松岳氏が『人民日報（海外版)』(2000年
３月12日）に，論説「イノベーションがもたらした浙江経済の輝き」を掲
載し，市場経済体制への移行後21年間の，四つの方面にわたる成果とし
て，①省のマクロ経済の急速な発展，②都市・農村のインフラストラクチ
ュアの大幅な改善，③多元的で全方位的な対外開放の基本的枠組みの形
成，④都市，農村住民の生活水準の顕著な向上，を挙げ，それぞれの項目
について以下のような具体的な数値を示した。
① GDPベースの省生産額が，1978年の124億元（全国29の省・自治
区・特別市のなかで12位）から1999年には5350億元へ（全国31の
省・自治区・特別市のなかで４位)，また１人当りの省生産額は1978
年の331元（29地域のうち16位）から1999年の１万1993元（31地域
のうち４位）へと年平均，名目で13.3％の成長を達成。同じ期間の
省の財政収入は27億元から477億元へと年平均の伸びは14.6％。
② 1999年度の，省内高速道路延長数392キロ（1978年はゼロ)，一般道
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４万キロ。電話普及率100人あたり30.6台（全国１位)，携帯電話を
所有する戸数333万戸（２位)，発電容量1558万キロワット。万トン
クラスの船舶が停泊可能なバース41，うち４大国際港の一つ寧波港
は貨物の積み出し・卸し量は全国で３位。空港は７箇所で内外160余
りの路線。この21年間の，国有単位によるインフラ建設のための投
入資金は2,213億元とそれ以前の社会主義計画経済期の20年間の総
額の52倍に匹敵。
③ 省からの輸出額は1980年の２億4000万ドルから1999年には183億ド
ルと年率30.6％の増加（全国４位)。1999年末の段階で外資による
投資契約額は308億ドル，実際の投資額は160億ドル。
④ 都市住民の可処分所得，農村居住者１人当りの純収入は1978年から
1999年までの間に，それぞれ年平均7.3％，8.9％増加して，1999年
には8428元（全国４位)，3948元（全国３位)。
柴松岳氏は，人が多くて土地が狭い（人多地少)，鉱物資源に恵まれな
い，など経済環境が不利であるにも関わらず，持続的な高成長を遂げるこ
とができたのは，鄧小平の掲げる，解放思想，?事実に即して是非を判断
する」(?実事求是」）の精神によるところが大きい，としたうえで，成長
を支えた直接的な要因として，非国有，非集団制の企業，つまり私有企業
の成長，株式組合制度（?股份合作制」）の普及，市場競争への適合，科学
技術の奨励などを挙げている。
同年５月には，当時の中国共産党総書記江沢民氏が浙江省南部の，私有
企業の活動が最も活発であり，?温州モデル」として中国内外で有名な温
州市を視察したことが「浙江現象」ブームに一層拍車をかけた。数多くの
研究者，政策担当者が，?浙江現象」を地域開発のモデルとして取り上げ，
様々な角度から浙江省の経済成長の実態と要因を論ずることになる。
中国経済の新たな局面 3377
．なぜ「浙江現象」か
ここで改めて「浙江現象」が注目される所以を箇条書きにして整理する
と以下の如くである。
(１）?山地が７割，河川・湖沼２割で，田畑に分けるのは１割」(七山二
水一分田）で土地が少ないうえに人が多く，鉱産資源も少ないなど自然条
件には恵まれず，そのうえ，海峡を挟み，台湾との政治的，軍事的緊張が
続くなかで（?海防前線」)，国家による投資が抑えられるという，不利な
初期条件があったにも関わらず，市場経済体制への移行後，省経済は急速
に成長した。都市，農村とも所得水準は全国のトップクラスであり，その
うえ都市，農村間の所得格差も比較的小さい。
(２）移行後の中国経済の高成長は基本的に外資に依存していると看做
されているが，浙江省においては国内資本＝「内資」，特に地元資本が成
長の主要な担い手であった。
(３）?内資」のうち，製造業，サーヴィス部門において成長をリードし
てきたのは，非国有セクターであった。移行開始後，90年代後半までは，
省東北部の杭州市，紹興市，寧波市などの都市とその管轄下の農村地域で
は集団制企業の比重が高かったのに対して，西南部の温州市，台州市，金
華市などの都市とその管轄下の農村地域においては小規模な私有企業群が
成長を実質的に主導してきた。97年末以降は，東北部においても私有企業
の成長が本格化し，省全体として経済の民営化が進展するようになった。
(４）市場が未発達であり，かつ中央政府による政策上の制約が依然大
きいなかで，特に農村地域を中心に「株式組合制」(?股份合作制」)，?専
業市場」，?家族制企業」，?一村一品」といった，独特の組織，制度を生み
出して，個人，企業が市場原理に適い，かつ合法的な経済活動を担う環境
を整えた。資金調達が不可欠でありながら，規制が特に厳しい金融の領域
では「聚会」などの相互融通システム，?銀背」，?私人銭荘」といった高
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利貸など伝統的な仕組みや担い手が復活した。
(５）法やルールが未整備ななかで，市場原理に沿う経済活動は省，市，
鎮・郷といった各レベルでの地方政府の直接，間接の支持によって可能で
あった。集団制企業にとって地方政府は実質上の所有，経営主体であり，
私有企業においても地元政府によるバックアップがあってこそビジネスに
従事することができた。地方政府の持つ共同体的性格と市場原理の拡張機
能が典型的に表われている。
(６）近年，各国・地域において産業集積をめぐる議論が活発であり，中
国では上海市を中心とする長江デルタと広東省の珠江デルタ，及び北京
市，天津市を核とする環渤海湾地域が産業集積のモデル地区として脚光を
浴びている。浙江省は長江デルタの一翼を担う位置にあり，地場産業の発
展を軸に，多くの地域で産業集積の形成を伴いながら地域開発が進展して
いる。研究者や政策担当者の間では，?浙江現象」をそうした産業集積の
観点から捉える研究が盛んになりつつある。
このように，?浙江現象」は中国の一地域における経済成長の成功物語
ではあるが，開発経済学，移行経済論，及び地域開発論など広い領域にわ
たり，興味深い論点を数多く提供している。しかし，本格的な議論を行う
前に，まず「浙江現象」についての数量的な検証を試みておく必要があ
る。というのは，これまでの議論においては「浙江の奇跡」を強調するあ
まり，上掲のような各種のデータは断片的にしか取り上げておらず，時系
列分析，他地域との横断的な比較分析は殆ど行われていないからである。
もっとも，今日依然，信憑性が高い，利用可能なデータは限られており，
本稿は将来の本格的な分析に向けての予備作業であることを予め断ってお
きたい。あわせて後半では，中国の研究者たちが「浙江現象」にどのよう
なアプローチをしているのかについて紹介し，?浙江現象」を取り上げる
ことが開発，移行の研究に重要な意義を持つことを明らかにしたい。
さしあたりここでは，?浙江現象」の検討を通じて，筆者が目指すると
ころを前もって示しておく。
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．なぜ「浙江現象」か
ここで改めて「浙江現象」が注目される所以を箇条書きにして整理する
と以下の如くである。
(１）?山地が７割，河川・湖沼２割で，田畑に分けるのは１割」(七山二
水一分田）で土地が少ないうえに人が多く，鉱産資源も少ないなど自然条
件には恵まれず，そのうえ，海峡を挟み，台湾との政治的，軍事的緊張が
続くなかで（?海防前線」)，国家による投資が抑えられるという，不利な
初期条件があったにも関わらず，市場経済体制への移行後，省経済は急速
に成長した。都市，農村とも所得水準は全国のトップクラスであり，その
うえ都市，農村間の所得格差も比較的小さい。
(２）移行後の中国経済の高成長は基本的に外資に依存していると看做
されているが，浙江省においては国内資本＝「内資」，特に地元資本が成
長の主要な担い手であった。
(３）?内資」のうち，製造業，サーヴィス部門において成長をリードし
てきたのは，非国有セクターであった。移行開始後，90年代後半までは，
省東北部の杭州市，紹興市，寧波市などの都市とその管轄下の農村地域で
は集団制企業の比重が高かったのに対して，西南部の温州市，台州市，金
華市などの都市とその管轄下の農村地域においては小規模な私有企業群が
成長を実質的に主導してきた。97年末以降は，東北部においても私有企業
の成長が本格化し，省全体として経済の民営化が進展するようになった。
(４）市場が未発達であり，かつ中央政府による政策上の制約が依然大
きいなかで，特に農村地域を中心に「株式組合制」(?股份合作制」)，?専
業市場」，?家族制企業」，?一村一品」といった，独特の組織，制度を生み
出して，個人，企業が市場原理に適い，かつ合法的な経済活動を担う環境
を整えた。資金調達が不可欠でありながら，規制が特に厳しい金融の領域
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ではあるが，開発経済学，移行経済論，及び地域開発論など広い領域にわ
たり，興味深い論点を数多く提供している。しかし，本格的な議論を行う
前に，まず「浙江現象」についての数量的な検証を試みておく必要があ
る。というのは，これまでの議論においては「浙江の奇跡」を強調するあ
まり，上掲のような各種のデータは断片的にしか取り上げておらず，時系
列分析，他地域との横断的な比較分析は殆ど行われていないからである。
もっとも，今日依然，信憑性が高い，利用可能なデータは限られており，
本稿は将来の本格的な分析に向けての予備作業であることを予め断ってお
きたい。あわせて後半では，中国の研究者たちが「浙江現象」にどのよう
なアプローチをしているのかについて紹介し，?浙江現象」を取り上げる
ことが開発，移行の研究に重要な意義を持つことを明らかにしたい。
さしあたりここでは，?浙江現象」の検討を通じて，筆者が目指すると
ころを前もって示しておく。
中国経済の新たな局面 5379
?浙江現象」が生じた根本的な原因を先回りして言えば，所有制改革で
私有制が徐々に合法化され，経済の民営化が進んだということに尽きる。
旧ソ連など移行経済国においては，国家が所有し，経営の主体である国営
企業をいかに個人，法人に所有権を移転し，経営を民営化するかが中心的
課題となり，中国でも国家レベルではそうした課題に取り組んでいる。こ
れに対し浙江省においては，規模が大きく民営化が難航するような国有企
業（制度改革開始後は，国家が所有はするものの，経営面では直接的な主
体ではなく，独立採算を原則とするので国有企業と表現）は少数であり，
重要な政策課題は所有権の保護，契約の履行などに関わる法令やルールを
作り，これを遵守させることによって民間に広く私有企業を育成し，活動
を保護することにあった。この点は開発過程において如何に民間の企業の
発展をリードしていくかという，途上国における経済政策上の課題と共通
している。途上国の経済開発を軌道に乗せるためには，経済の民営化が必
要であることは世界銀行などの国際機関による研究によって強調されてい
るところであり，そのためには単に私的所有制度を導入し，経済活動に関
わる規制を緩和，撤廃するだけでは不十分であり，如何なる制度や法・ル
ールを創出，制定し，どのようなプロセスを経て定着させるかが重要であ
ることが広く了解されている??。そうした研究の潮流のなかで「浙江現
象」を検討する意味は大きいはずである。
ところで，浙江省における経済の民営化ということであれば，?温州モ
デル」として知られている，省南部の温州市とその周辺の農村地域おいて
移行開始以前から既に進んでおり，筆者も本誌でその一端を紹介したこと
がある??。?温州モデル」自体，初期においては家族を経営単位とする零
細企業が群生し，競争が激化する過程で次第に選別，淘汰され，そのなか
で近代的組織への転換に成功した企業が生き残り，なかには規模が拡大し
て，関連企業を傘下に擁する集団公司を設立する企業も現われた。温州市
にみられた，このような経済の民営化の流れが省全体に拡大したのが「浙
江現象」である，とみなすこともできる??。
6
本稿を通じて提起したいもう一つの課題は，標準的なプロセスからみた
中国経済の成長という点である。?浙江の奇跡」といった表現に端的に示
されているように，今日の中国経済の持続する高成長を奇跡と捉える向き
が中国内外で少なくない。しかし，最近はmiraclesを強調するのではな
く，むしろ各国に共通する標準的な成長軌跡という観点から，優れた研究
が進められている??。筆者もそうした観点に賛成であり，中長期の中国経
済の成長過程を前提として現状を分析する必要があると考えており，?浙
江現象」の検討を通じてそうしたアプローチの有効性を示していきたい。
１）The World Bank（2002),World Development Report 2001/2002:Build-
ing Institutions for Markets,Washington,D.C.（西川潤監訳（2003)，
『世界開発銀行2002――市場制度の構築』，シュプリンガー・フェアラーク
東京）
２）菊池道樹（1997)，?中国農村地域の民間企業――浙江省温州市の事例」，
『経済志林』，第65巻・第３号。菊池道樹（2001，2002)，?民間企業の発展
と地方政府の役割-移行期における中国・温州の事例（１)，(２)」，『経済
志林』，第69巻・第３号，第70巻・第３号。
３）筆者が2007年８～９月に浙江省を訪問した際に意見交換を行った，現地の
研究者たちもそのような見解を述べていた。
４）既発表の優れた論文をからなる論集として，Garnaut,Ross &Huang,
Yiping（2001),Growth without Miracles;Readings on the Chinese
 
Economy in the Era of Reform,Oxford University Press.また，中兼和
津次氏の一連の著作もそうした観点からの優れた研究である。中兼和津次
（1999)，『中国経済発展論』，有斐閣。中兼和津次（2002）『経済発展と体
制移行』，名古屋大学出版会。
．?浙江現象」の検証
?浙江現象」の検証にはいる前に，本稿に関わる範囲で中国の地域経済
について一言しておく。中国において省を単位とする地域の経済は，無論
国民経済のように独立しているわけではないが，歴史的な経緯から省単位
中国経済の新たな局面 7380
?浙江現象」が生じた根本的な原因を先回りして言えば，所有制改革で
私有制が徐々に合法化され，経済の民営化が進んだということに尽きる。
旧ソ連など移行経済国においては，国家が所有し，経営の主体である国営
企業をいかに個人，法人に所有権を移転し，経営を民営化するかが中心的
課題となり，中国でも国家レベルではそうした課題に取り組んでいる。こ
れに対し浙江省においては，規模が大きく民営化が難航するような国有企
業（制度改革開始後は，国家が所有はするものの，経営面では直接的な主
体ではなく，独立採算を原則とするので国有企業と表現）は少数であり，
重要な政策課題は所有権の保護，契約の履行などに関わる法令やルールを
作り，これを遵守させることによって民間に広く私有企業を育成し，活動
を保護することにあった。この点は開発過程において如何に民間の企業の
発展をリードしていくかという，途上国における経済政策上の課題と共通
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ールを創出，制定し，どのようなプロセスを経て定着させるかが重要であ
ることが広く了解されている??。そうした研究の潮流のなかで「浙江現
象」を検討する意味は大きいはずである。
ところで，浙江省における経済の民営化ということであれば，?温州モ
デル」として知られている，省南部の温州市とその周辺の農村地域おいて
移行開始以前から既に進んでおり，筆者も本誌でその一端を紹介したこと
がある??。?温州モデル」自体，初期においては家族を経営単位とする零
細企業が群生し，競争が激化する過程で次第に選別，淘汰され，そのなか
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にみられた，このような経済の民営化の流れが省全体に拡大したのが「浙
江現象」である，とみなすこともできる??。
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津次氏の一連の著作もそうした観点からの優れた研究である。中兼和津次
（1999)，『中国経済発展論』，有斐閣。中兼和津次（2002）『経済発展と体
制移行』，名古屋大学出版会。
．?浙江現象」の検証
?浙江現象」の検証にはいる前に，本稿に関わる範囲で中国の地域経済
について一言しておく。中国において省を単位とする地域の経済は，無論
国民経済のように独立しているわけではないが，歴史的な経緯から省単位
中国経済の新たな局面 7381
の分権志向が強く，経済体制改革においても，財政，金融，対外経済など
地域経済の運営においても，強い自立性を志向する傾向にあった。1980年
代後半になると省，市，町村単位で，外部からの商品の流入には課税をす
るなど「諸侯経済」と呼ばれる閉鎖的な政策を実行するようになり，その
後，各レベルの地方政府が司法当局と一体となって地元の利益を優先する
政策を採る「地方保護主義」が蔓延するようになる。今日，中央政府によ
る再三の警告にも関わらず，地方政府による過剰な投資が続くのも，こう
した地域単位で経済運営に強い独自性を志向する中国の特徴を示してい
る。
ここでまず，浙江省統計局による『2007年，浙江省国民経済社会統計公
報』(2007年３月７日，公布）をもとにその後の公表されたデータで修正
しながら，本稿に関わる範囲で浙江省の事情について概観しておこう。
浙江省の2006年末の常住人口は4980万人，面積10.18万平方キロ。国民
党政権下の上海経済界において圧倒的な影響力を有していた「浙江財閥」
が有名であり，また，今日「浙商」の名称で浙江省の商人たちの力量，ネ
ットワークが全国的に注目されており，歴史的に商工業が盛んな地域の一
つであった。
?浙江現象」を示す先に挙げた省全体に関する指標のうち，2006年度分
をみると，省生産総額は１兆5743億元（以下，特に断らない限りGDPベ
ースで示す)，工業部門の生産額は7591億元と，ともに広東省，山東省，
江蘇省に次ぐ第４位の規模であり，１人あたり省生産額も３万1874元で上
海市，北京市，天津市に続く。都市住民の可処分所得は１万8265元，農民
の「純収入」(可処分所得のほかに固定資産投資分などを含む）はそれぞ
れ7335元であり，それぞれ６年間，22年間連続して，直轄市を除けば全国
首位にある。これらの数値は「浙江現象」が続いていることを物語ってい
る。
次のような，耐久消費財の100戸当りの普及率をみると，同省の生活水
準は都市部では先進国並み，農村地域も途上国の域を脱したと言える――
8
カラーテレビ，都市181台，農村136.9台。固定電話，都市95.8台，農村95
台。携帯電話，都市182.6台，農村134.7台。バイク，都市31.8台，農村
62.7台。自家用車，都市11台，農村３台。パソコン，都市64.8台，農村
14.3台。
１．1979～2004年の省別成長率の比較
はじめに図１をもとに，市場経済体制への移行開始後の，浙江省におけ
るマクロ経済の成長動向の特徴を全国的趨勢のなかで概観しておく。浙江
省の生産額は1983年，1988～89年，工業部門のそれは1983年と1989年を除
けば，全国の成長率を上回る高い水準の成長が続く。成長の幅は1990年代
前半まではアップダウンが激しく，経済体制改革の事情，政治情勢を反映
している。特に1980年，1984～85年，1993～94年など経済体制の改革が新
たな段階に進んだ年度には全国の成長を大きく上回る傾向にある。例えば
図１ 実質成長率の比較
出典 浙江省の数値は『浙江統計年鑑』各年度。
全国の数値は『中国統計年鑑』各年度。
中国経済の新たな局面 9382
の分権志向が強く，経済体制改革においても，財政，金融，対外経済など
地域経済の運営においても，強い自立性を志向する傾向にあった。1980年
代後半になると省，市，町村単位で，外部からの商品の流入には課税をす
るなど「諸侯経済」と呼ばれる閉鎖的な政策を実行するようになり，その
後，各レベルの地方政府が司法当局と一体となって地元の利益を優先する
政策を採る「地方保護主義」が蔓延するようになる。今日，中央政府によ
る再三の警告にも関わらず，地方政府による過剰な投資が続くのも，こう
した地域単位で経済運営に強い独自性を志向する中国の特徴を示してい
る。
ここでまず，浙江省統計局による『2007年，浙江省国民経済社会統計公
報』(2007年３月７日，公布）をもとにその後の公表されたデータで修正
しながら，本稿に関わる範囲で浙江省の事情について概観しておこう。
浙江省の2006年末の常住人口は4980万人，面積10.18万平方キロ。国民
党政権下の上海経済界において圧倒的な影響力を有していた「浙江財閥」
が有名であり，また，今日「浙商」の名称で浙江省の商人たちの力量，ネ
ットワークが全国的に注目されており，歴史的に商工業が盛んな地域の一
つであった。
?浙江現象」を示す先に挙げた省全体に関する指標のうち，2006年度分
をみると，省生産総額は１兆5743億元（以下，特に断らない限りGDPベ
ースで示す)，工業部門の生産額は7591億元と，ともに広東省，山東省，
江蘇省に次ぐ第４位の規模であり，１人あたり省生産額も３万1874元で上
海市，北京市，天津市に続く。都市住民の可処分所得は１万8265元，農民
の「純収入」(可処分所得のほかに固定資産投資分などを含む）はそれぞ
れ7335元であり，それぞれ６年間，22年間連続して，直轄市を除けば全国
首位にある。これらの数値は「浙江現象」が続いていることを物語ってい
る。
次のような，耐久消費財の100戸当りの普及率をみると，同省の生活水
準は都市部では先進国並み，農村地域も途上国の域を脱したと言える――
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はじめに図１をもとに，市場経済体制への移行開始後の，浙江省におけ
るマクロ経済の成長動向の特徴を全国的趨勢のなかで概観しておく。浙江
省の生産額は1983年，1988～89年，工業部門のそれは1983年と1989年を除
けば，全国の成長率を上回る高い水準の成長が続く。成長の幅は1990年代
前半まではアップダウンが激しく，経済体制改革の事情，政治情勢を反映
している。特に1980年，1984～85年，1993～94年など経済体制の改革が新
たな段階に進んだ年度には全国の成長を大きく上回る傾向にある。例えば
図１ 実質成長率の比較
出典 浙江省の数値は『浙江統計年鑑』各年度。
全国の数値は『中国統計年鑑』各年度。
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工業部門の成長率においては，1985年には全国の２倍，93年には50％ほど
高い水準にまで上昇しており，政治情勢に敏感に反応する民間部門の比重
の大きさを示唆している。しかし，制度改革が進み，市場原理が拡大，深
化するようになる90年代後半以降，浙江省の成長率は全国的な推移と同
様，変動幅は比較的小幅に収まる傾向にあり，マクロ経済の動向は政治の
世界の影響が弱まり，経済固有の原理に左右され始めたことを物語ってい
る。
こうした成長動向を2004年に実施された第一次経済国勢調査??の結果を
もとに，他の省との比較の観点から整理しておく（表１)。市場経済体制
への移行後の，省別生産額成長率は，トップの広東省13.2％から浙江省
12.7％，福建省12.1％，江蘇省11.9％，そして５位の山東省11.3％までい
ずれも沿海地域の省が続く。これら広東省から山東省に至る沿海地域が年
平均10％を超える高い水準の成長率を維持し，中国経済の成長を牽引して
きたことを裏付けている。これに対し，社会主義の計画経済期には重化学
工業の中心地帯で，大規模な国有企業が集中していた遼寧省，吉林省，黒
竜江省の東北３省や農業を主要な産業とする中西部，チベット自治区など
表１ 省生産額の実質成長率（1979～2004年，％)
全国 9.2 10．北京 9.9 20．江西 9.3 30．黒竜江 7.6
１．広東 13.2 11．安徽 9.78 21．四川 9.2
２．浙江 12.7 12．湖北 9.77 22．吉林 9.1
３．福建 12.1 13．天津 9.69 23．広西 9.0
４．江蘇 11.9 14．西蔵 9.67 24．寧夏 8.96
５．山東 11.3 15．陝西 9.64 25．甘粛 8.8
６．内蒙古 10.56 16．上海 9.62 26．貴州 8.77
７．海南 10.55 17．雲南 9.48 27．遼寧 8.69
８．河南 10.4 18．重慶 9.47 28．湖南 8.6
９．河北 10.1 19．山西 9.39 29．青海 7.64
出典，国家統計局国民経済核算司編（2007)，『中国国内生産総値核算歴史資料 1952－2004』，
北京，中国統計出版社，各省該当頁より作成。10.1
10
の辺境地域ではいずれも成長のペースは緩慢であった。特に東北３省は90
年代には工業の成長率がいずれもが最下位５位以内に入っていたほどであ
り，こうした経済の停滞が続く状況は「東北現象」と呼ばれた。2000年３
月に国会（全国人民代表大会）で採択された，西部大開発プロジェクトと
ともに，?振興東北」の事業を開始した背景には，このような地域間の成
長格差があったことを確認することができる。
上記の沿海中部，南部の５省では共通して製造業を中心とする第２次産
業部門の成長がめざましい（表２)。浙江省は多種多様な専業市場が勃興
し，取り扱う商品は全国的に大きなシェアを占めることから，商業，流通
部門が省の経済成長を牽引しているかのように強調されることが多いが，
製造業の成長が際立って高い水準を維持している点を留意すべきである。
採掘業，伐採業などを含む工業部門について79年以降の省別の年平均成長
率をみると，2001年度までは，広東省が16.37％であるのに対して浙江省
が16.39％と僅かとはいえ上回り，省レベルでは全国最高の伸びをみせて
いる。79～04年までの年平均成長率では浙江省は，広東省の16.6％に続
く，16.3％の成長率を記録している。
こうした市場経済体制への転換後の省別成長動向は初期条件としての計
出典，表１と同じ。
8.029．甘粛10.219．吉林11.8９．広西
8.328．遼寧10.518．貴州11.9８．湖北
8.527．青海10.617．内蒙古12.0７．江西
8.926．北京10.716．陝西12.3６．安徽
9.325．西蔵10.7715．湖南13.2５．山東
9.424．上海10.8514．重慶13.6４．江蘇
9.523．寧夏10.913．四川15.1３．福建
9.722．山西11.112．河北15.85２．浙江
9.721．天津11.411．湖北15.95１．広東
7.730．黒竜江10.120．雲南11.710．江西10.85全国
表２ 第２次産業の実質成長率（1979～2004年，％)
中国経済の新たな局面 11384
工業部門の成長率においては，1985年には全国の２倍，93年には50％ほど
高い水準にまで上昇しており，政治情勢に敏感に反応する民間部門の比重
の大きさを示唆している。しかし，制度改革が進み，市場原理が拡大，深
化するようになる90年代後半以降，浙江省の成長率は全国的な推移と同
様，変動幅は比較的小幅に収まる傾向にあり，マクロ経済の動向は政治の
世界の影響が弱まり，経済固有の原理に左右され始めたことを物語ってい
る。
こうした成長動向を2004年に実施された第一次経済国勢調査??の結果を
もとに，他の省との比較の観点から整理しておく（表１)。市場経済体制
への移行後の，省別生産額成長率は，トップの広東省13.2％から浙江省
12.7％，福建省12.1％，江蘇省11.9％，そして５位の山東省11.3％までい
ずれも沿海地域の省が続く。これら広東省から山東省に至る沿海地域が年
平均10％を超える高い水準の成長率を維持し，中国経済の成長を牽引して
きたことを裏付けている。これに対し，社会主義の計画経済期には重化学
工業の中心地帯で，大規模な国有企業が集中していた遼寧省，吉林省，黒
竜江省の東北３省や農業を主要な産業とする中西部，チベット自治区など
表１ 省生産額の実質成長率（1979～2004年，％)
全国 9.2 10．北京 9.9 20．江西 9.3 30．黒竜江 7.6
１．広東 13.2 11．安徽 9.78 21．四川 9.2
２．浙江 12.7 12．湖北 9.77 22．吉林 9.1
３．福建 12.1 13．天津 9.69 23．広西 9.0
４．江蘇 11.9 14．西蔵 9.67 24．寧夏 8.96
５．山東 11.3 15．陝西 9.64 25．甘粛 8.8
６．内蒙古 10.56 16．上海 9.62 26．貴州 8.77
７．海南 10.55 17．雲南 9.48 27．遼寧 8.69
８．河南 10.4 18．重慶 9.47 28．湖南 8.6
９．河北 10.1 19．山西 9.39 29．青海 7.64
出典，国家統計局国民経済核算司編（2007)，『中国国内生産総値核算歴史資料 1952－2004』，
北京，中国統計出版社，各省該当頁より作成。10.1
10
の辺境地域ではいずれも成長のペースは緩慢であった。特に東北３省は90
年代には工業の成長率がいずれもが最下位５位以内に入っていたほどであ
り，こうした経済の停滞が続く状況は「東北現象」と呼ばれた。2000年３
月に国会（全国人民代表大会）で採択された，西部大開発プロジェクトと
ともに，?振興東北」の事業を開始した背景には，このような地域間の成
長格差があったことを確認することができる。
上記の沿海中部，南部の５省では共通して製造業を中心とする第２次産
業部門の成長がめざましい（表２)。浙江省は多種多様な専業市場が勃興
し，取り扱う商品は全国的に大きなシェアを占めることから，商業，流通
部門が省の経済成長を牽引しているかのように強調されることが多いが，
製造業の成長が際立って高い水準を維持している点を留意すべきである。
採掘業，伐採業などを含む工業部門について79年以降の省別の年平均成長
率をみると，2001年度までは，広東省が16.37％であるのに対して浙江省
が16.39％と僅かとはいえ上回り，省レベルでは全国最高の伸びをみせて
いる。79～04年までの年平均成長率では浙江省は，広東省の16.6％に続
く，16.3％の成長率を記録している。
こうした市場経済体制への転換後の省別成長動向は初期条件としての計
出典，表１と同じ。
8.029．甘粛10.219．吉林11.8９．広西
8.328．遼寧10.518．貴州11.9８．湖北
8.527．青海10.617．内蒙古12.0７．江西
8.926．北京10.716．陝西12.3６．安徽
9.325．西蔵10.7715．湖南13.2５．山東
9.424．上海10.8514．重慶13.6４．江蘇
9.523．寧夏10.913．四川15.1３．福建
9.722．山西11.112．河北15.85２．浙江
9.721．天津11.411．湖北15.95１．広東
7.730．黒竜江10.120．雲南11.710．江西10.85全国
表２ 第２次産業の実質成長率（1979～2004年，％)
中国経済の新たな局面 11385
画経済期の実績とどのように関連していたのであろうか。
表３が示すように，1953～1978年の計画経済体制下においては，第２次
産業においてこそ，江蘇省，山東省の伸び率が高いものの，省生産額では
浙江が5.7％と，全国の成長率6.1％を下回り，江蘇省，広東省とともに成
長率のランキングでは中位，もしくは下位グループに属する。これとは対
照的に成長率が高いグループに属するのは，北京，上海，天津の直轄市，
重工業の中心地，遼寧省に加え，寧夏回族自治区，青海省といった辺境地
域や陝西省，広西チワン族自治区，山西省などの農業中心の地域である。
第２次産業のうち，工業部門に限ると成長率上位に並ぶのは，寧夏回族自
治区（18.6％)，青海省（16.6％)，甘粛省（16.3％)，陝西省（13.5％)，
四川省（12.8％）といった，いずれも今日経済が立ち遅れ，?西部大開発」
として大規模な国策開発事業の対象となっている地域であり，山西省
（12.3％)，湖南省（12.1％）など農業中心の省も沿海地域の多くの省より
も成長率では上回っている。このように内陸部や辺境地域が工業部門の成
長率において上位に並ぶのは，米ソからの武力攻撃の脅威に晒されている
表３ 1953～1978年の省生産額の成長率（実質のGDPベース)
全国 6.1 10．山東 6.1 20．湖南 5.4
１．北京 11.2 11．福建 6.0 21．江蘇 5.2
２．寧夏 9.0 12．内蒙古 6.0 22．広東 5.2
３．上海 8.8 13．雲南 6.0 23．貴州 5.1
４．青海 8.5 14．甘粛 6.0 24．重慶 4.7
５．遼寧 7.6 15．新彊 6.0 25．河南 4.4
６．天津 7.3 16．河北 5.8 26．四川 4.4
７．陝西 6.8 17．浙江 5.7 27．江西 4.3
８．広西 6.6 18．吉林 5.7 28．安徽 3.5
９．山西 6.3 19．湖北 5.5
黒竜江省，チベットは不明。
出典，国家統計局国民経済核算司編（2004)，『中国国内生産総値核
算歴史資料 1996－2002』，中国統計出版社，54頁。
12
として，経済合理性を無視し，主要な工場を内陸部，山間部へ移設した
「三線建設」の結果を反映している。いずれにしても，社会主義経済体制
下においては，国家による投資額の多寡が成長率を決定的に左右する要因
であり，成長率が低い地域では投資の規模は限定的であったことを裏付け
ている。省単位で比較すると，社会主義計画経済体制もとでの成長率の傾
向は，先にみた市場経済体制下のそれとは際立って異なる傾向にある。
この点との関連で，国家による投資が少ない地域では当然のことながら
生産額に占める国営企業の比重も少なくなる。約30年に及ぶ中国における
社会主義経済体制の到達点としての，1978年の時点での工業部門の生産額
に占める国営企業による生産額の比率をみると（表４)，沿海地域中部，
南部の省は浙江の61.3％から福建の74.2％までいずれも最も低い水準にあ
る。従って，これらの地域では集団制企業を中心とする非国営企業による
生産額の比重が相対的に高い。対照的に国営企業による生産額の比重が高
く，非国営企業の比重が低いのは，北京，上海の両市と内陸部や東北地域
の，中央政府が重化学工業化を推進した地域である。また，企業規模は一
般に国営企業は大きく，非国営企業は小さいから，沿海地域中部，南部で
出典，国家統計局国民経済核算司編（2004)，『中国国内生産総値核算
歴史資料 1996－2002』，中国統計出版社，62頁。
10.419．広東12.0９．甘粛
8.228．広西10.918．河北12.0８．湖南
9.227．貴州11.017．重慶12.0７．山西
9.326．新彊11.016．上海12.1６．山東
9.425．天津11.115．浙江12.3５．江蘇
9.624．吉林11.214．江西13.5４．北京
9.723．河南11.313．雲南13.7３．陝西
1022．安徽11.312．四川17.4２．青海
1021．遼寧11.311．湖北18.7１．寧夏
10.120．福建11.910．内蒙古11.0全国
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は小型企業による生産額の比重は大きく，逆に北京市，上海市や内陸部，
東北地域では規模の大きい企業による生産額の比重が大きいことになるは
ずである。そのことを，企業規模と所有制との関連性，即ち，伝統的な社
会主義経済体制のもとでの統計制度において，業種ごとに生産能力の大小
によって，大型企業，中型企業，小型企業と３区分したうちの小型企業
と，国営企業と非国営企業とに区分したうちの非国営企業，とによるそれ
ぞれの生産額が各地の生産総額に占める比重で相互の関係を示したのが図
２である。29の省・自治区・直轄市における両者の相関係数では0.468であ
るが，工業生産額の少ない甘粛省，新疆ウィグル自治区，チベット自治区
の３省・自治区を除いた26地域では相関係数が0.702とかなり高くなる。
つまり，社会主義体制のもとで，非国営企業による生産額の比重が高い
地域では小型企業が工業部門で果たす役割が相対的に大きかったが，成長
率は緩慢であったとみられる。社会主義的経済体制により深く組み込まれ
た地域では，その重み故に市場経済体制への移行が難しく，停滞が続くの
に対し，社会主義の経済体制が浸透が比較的弱かった地域では市場経済体
制への移行も円滑で，成長も順調である，とみてもよさそうである。
図２ 非国営企業，小型企業による生産額の比率，1978年（％)
出典 『中国統計年鑑 1981』
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社会主義体制下の経済成長についていま一つ注目されるのは，政治状況
が及ぼす影響の大きさである。例えば，浙江省の場合，社会主義計画経済
期の５カ年の計画単位で成長動向をみると，第３期５ヵ年計画期（1966～
1970年)，第４期５ヵ年計画（1971～1975年）の「文化大革命」の時期に
おいて工業部門をはじめ，全般に成長率が緩慢であり，全国の水準を大幅
に下回っている（表５)。これは公有制に反する経済行為を反社会主義的
として，厳しく批判，弾圧するなど，政治，思想面での引き締めの結果を
反映しているとみられ，それだけ浙江省における非公有制企業の比重の大
きさを裏付けている。
２．１人当りの生産額の伸び
地域毎に人口の自然増加率の差異は殆どなく，また大都市への人口集中
を避ける目的で導入された戸籍制度により，地域間の人口移動も限られた
範囲に留まり続けた事情から，省単位の生産額の大小は１人当りの生産額
にも反映されるはずである。
図３が示すとおり，浙江省の１人当りの生産額は，社会主義計画経済体
制が導入されて間もない1952年には112元と全国水準の93.8％と低い水準
にあり，その後絶対額こそ増加するものの，全国平均を一貫して下回り，
しかもその格差は年々拡大し，1975年には235元（全国水準の71.5％）と
なる。しかし，市場経済体制への移行が始まると一転して全国の水準を上
回るようになる。移行開始直後の1980年には僅かながらも全国平均を既に
出典，国家統計局国民経済核算司編（2004)，『中国国内生産総値
核算歴史資料 1996－2002』，中国統計出版社，16，54，62頁。
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表５ 第３期，第４期５ヵ年計画期の年平均実質成長率（％)
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超え，その後は1995年，8149元（全国比，61.5％高)，2000年，１万3416
元（70.7％高)，そして2004年には２万4352元（同，97.4％高）と10年間
でほぼ３倍に増加し，全国平均を超過する幅も年々拡大し，そして2006年
には３万1874元と３万元を超え，全国の１人当りの平均１万6084元のほぼ
２倍に達することになる。1978年以降の移行後の，沿海地域の主要な省・
直轄市との成長率の比較においても，浙江省の伸びが際立つ（図４)。
所得水準を，直接的な指標である，都市住民１人当りの可処分所得，農
民１人当りの純収入の推移で示したのが表６である。浙江省は都市，農村
１人あたりの所得，収入はともに95年には上海市，北京市，広東省に次ぎ
４位であったが，2000年には広東省を抜いて３位となる。特に農民は上
海，北京の大都市郊外を除く省・自治区に限ると，中国全土で１位であり，
しかも05年には全国平均の２倍強となるほどの伸びをみせている。また，
図３ １人当りのGDP，浙江省，全国比較
出典 浙江省は『新浙江五十年統計 編』，『浙江統計年鑑』各年度。
全国は『新中国五十年統計 編』，『中国統計年鑑』各年度。
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都市，農村間の所得格差が比較的小さいのも浙江省の特徴といえよう。
さて，ここまでは「浙江現象」をめぐる通説の確認，検証にすぎない。
注意すべきことは一連のデータが示すとおり，市場経済体制への移行後の
浙江省について観察される成長の軌跡は，社会主義の計画経済体制が比較
的弱体で，成長が緩慢であった沿海地域の中部，南部においても共通して
おり，浙江省のみで観察されるわけではないという事実である。浙江省が
特に注目されるのは，不利な初期条件であったにも関わらず，他の沿海地
域に優る速度で成長を続け，結果として都市，農村ともに全国的に最高レ
ベルの所得水準に到達するに至ったからである。それがどのような要因に
よるかの本格的な分析は別稿に譲ることとし，次節では成長の結果として
の「浙江現象」を経済構造の変化の側面から観察することにしたい。
３．産業構造と工業体系の変化
浙江省における既述の成長過程は省単位の産業構造，工業体系の変化に
対応しているはずである。浙江省の経済を国民経済に擬してみるならば，
図４ 主要省・直轄市における１人当りGDPの増加傾向
出典 『中国国内生産総値核算歴史資料 1952-2004』各省頁。
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表６－１ 都市住民１人当りの可処分所
得（元)
全国 浙江省
出典，図３と同じ
表６－２ 農民１人当りの純収入（元)
出典，図３と同じ
表６－３ 都市住民，農民の所得格差
（農民純収入１に対する都市住民の所得)
出典，図３と同じ
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社会主義経済体制のもとで形成された特異な経済構造が解消される一方，
途上国から先進国へ発展する過程でほぼ普遍的に生じるような産業構造の
高度化が進むのか，これが本節で検討する課題である。
図５で78年度の地域生産額の構成比，および就業者構成比から，ほぼ４
半世紀にわたる計画経済体制の集大成としての産業構造の特徴をみてとる
ことができる。浙江省においては産業別の生産額構成においても就業者構
成においても，いずれも全国の傾向と比較して，第１次産業の比率が高
く，第２次，第３次産業のそれが低く，農業を中心とする，言わば経済後
進地域であった，と言えよう。市場経済体制への移行が進み，成長が持続
図５―１―１ 浙江省の生産額構成 図５―２―１ 全国の生産額構成
図５―１―２ 浙江省の就業者構成 図５―２―２ 全国の就業者構成
全国の数値は，『中国統計年鑑 2006』，浙江省は『浙江統計年鑑 2006』
中国経済の新たな局面 19392
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（農民純収入１に対する都市住民の所得)
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するなかで，教科書どおりクズネッツの法則，ぺティ＝クラークの法則に
沿い，ほぼ一貫して第１次産業の比率が低下し，第２次，第３次産業のそ
れが上昇し続け，産業構造の高度化が急速に進展したことを裏付けてい
る。特に，90年代後半からは全国の趨勢を遥かに上回るピッチで変化が進
んでいる。その結果，2005年になると，就業者構成において第３次産業の
比率こそ全国の水準を１ポイント下回るものの，それ以外の数値から浙江
省が国内の経済先進地域へと変貌したことを物語っている。
先にも注意を喚起したように，ともすれば流通部門の発展が浙江省の経
済を牽引してきたという印象を受けがちであるが，生産額構成において
も，就業者構成においても，製造業，第２次産業が省経済の屋台骨を支え
てきたことを見落としてはなるまい。
こうしたごく一般的な変化がみられる反面，省レベルでの産業構造の類
似性という社会主義体制がもたらした特異性が解消される側面も観察され
る。先述のとおり，アメリカ，ソ連からの武力攻撃に遭遇した場合に備
え，?三線建設」を進める一方で，各省単位で自給自足的な産業構造を有
していれば，持久戦に持ち込み，国家としての壊滅的な打撃を防ぐことが
できるという見通しのもと，省毎に自立可能な工業体系の構築を推進し
た。その結果，社会主義体制のもとでの統計制度で用いられていた，中間
財を控除しない社会総生産額ベースで計測し，表７に示した相似係数が表
わすとおり，浙江省と沿海中部，南部の省との間では，極めて類似した工
業体系が形成された。こうした類似の工業体系は，表にみられるとおり，
表７ 相似係数からみた産業構造の類似性 1980年，2005年度
上海市 江蘇省 山東省 広東省
浙江省
（1980年，33分類） 0.9063 0.9697 0.9611 0.9174
（2005年，26分類） 0.6563 0.8248 0.8072 0.5929
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20
経済体制改革直後から05年に至るまでの間の，持続的な経済成長により，
省・市毎の独自の発展が顕著となり，結果として相似係数は低下する??。
例えば，広東省においては90年代後半から「世界の工場 中国」の典型と
して，家電，IT関連の生産が急拡大していることはよく知られており，
2005年度の社会総生産額ベースでの同省の生産額，３兆1560億元に占め
る，?電器」，?電子」分野の生産額，１兆3619億元の比重は43.2％である。
これに対し，同年度の浙江省での「電器」，?電子」の合計2839億元は，総
生産額１兆9731億元の14.4％に過ぎない。なお，GDPベースではこの比
率は，広東省が38.8％（?電器」，?電子」合計3057億元╱省総生産額7888
億元)，浙江省13.2％（?電器」，?電子」合計542億元╱省総生産額4113億
元)??。市場経済体制への移行により，社会主義体制のもとで形成された
特異な工業体系が解消され，各地域毎に比較優位の業種に生産が特化す
る，ノーマルな傾向を端的に示す証左と言えよう。
就業者構成に関連して，社会主義体制もとでのもう一つの特異性は，都
市への移住を伴わない構成の変化に表われている。80年代後半には郷鎮企
業の発展を基礎とし，戸籍制度を前提に，?離農しても離村せず」(?離土
不離郷」)，都市化なき工業化がユニークな農村開発戦略として中国内外の
関係者から称賛された。詳細な検討は別の機会に譲らざるを得ないが，こ
の戦略のもとで図５にみられる第１次部門から急テンポの第２次，第３次
部門への移動が行われたのであり，農村地域に在住したままで農民が農業
部門から製造業，サーヴィス業などへ職種を変えた結果が反映されてい
る。もっとも最近は，都市住民，農民の間の差別の撤廃，都市の集積効果
への期待などの理由から，農民の都市への移住は徐々解禁される傾向にあ
り，戸籍制度の改廃は時間の問題とみられている。
４．民営化の進展と成長――所有制構成
これまで確認した経済成長の持続，経済構造の変動は，基本的には私有
制の拡大，深化を基礎とする経済の民営化によるところが大きい。
中国経済の新たな局面 21394
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まず図６―１―１と図６―２―１で，社会総生産額ベースで90年代後半
までの工業生産額の所有構成の変化をみると，国有企業による生産額の比
重低下が顕著である。これは全国的な傾向ではあるが，浙江省において比
重低下の速度は目覚しく，1980年の56.4％であったが，83年には非国有企
業の生産額が国有企業のそれを上回るようになり，95年になると全体の約
８分の１弱に落ち込む。その比率は97年には11.4％と18年間で５分の１程
度に低下し，全国の半分程度にまで減少することになる。
集団制企業による生産額の比率はこの間，80年の43％から85年の60.4％
まで上昇するものの，90年代になると次第に減少し，97年には40.7％にま
で低下する。
集団制企業の内訳をみると，町営，村営の農村地域に立地する企業によ
る生産額の比率が，85年の182億元，54.5％から，95年には町営企業1894
億元，村営企業1488億元，計3382億元と集団制企業の合計4407億元のうち
の76.8％に達する。90年代半ばまでの中国経済の成長の主要な担い手が農
村の集団制企業であったことが浙江省においても観察される。
これとは対照的に，私有企業による85年の生産額合計９億2400万元は，
全体の551億元の1.7％に過ぎなかったが，95年には20.9％，97年には38.3
％へと顕著に増加し，全国の比重を大幅に上回る。合作企業も実際には私
有企業とみなされるから，都市，農村の，個人企業と合作企業を合計し
た，実質上の私有企業の生産額でみると，85年の25億7100万元，4.7％か
ら95年には2365億5300万元，28.8％へ上昇する。また，私有企業でありな
がら，政治面でのトラブルを避けたり，公有制企業であれば享受できる便
益を得る目的で，地方政府から許可を得て名義を集団制企業としている企
業＝「挂戸経営」??も少なくないから，現実には私有企業の比率は更に高
い。こうした私有企業は90年代までは，立地上，農村部の比重が圧倒的に
大きく，例えば，95年の生産額1712億元のうち，農村の個人企業が1491億
元と87.1％を占めていた。都市部で大幅な伸びをみせるのは94～95年から
であり，この頃から省全体での私有制を基礎とした経済の民営化が加速す
22
ることになる。
1995年に実施された第一回経済国勢調査??の結果をもとに，この時期
の，企業の所有構造を省レベルで横断的に比較してみると（全国734万
1517社の工業企業のうち，51万381社を対象)，浙江省は私有企業による生
産額の比重は30の省・自治区・直轄市（重慶市は分離されていない）のう
ち，最高の34.5％であるのに対し，国有企業による比重は逆に17.5％と最
下位の江蘇省15.1％に次ぐ。以下，国有企業の比重は広東17.9％，福建
19.3％，山東28.9％と沿海中部，南部の省が最下位グループに属する。こ
のように，92年の鄧小平による「南巡講話」を経て，90年代に市場原理が
拡大し，非国有化，非公有化の傾向が加速したことが看取されよう。
21世紀になると，公有制企業による生産額の比率の減少，私有企業???に
よるそれの増加という傾向が加速化する（図６―１―２，及び図６―２―
２)。統計上の項目が同一ではないため，正確な比較は難しいが，国有企
業・国有持ち株企業は全国的には未だ50％を割り込む程度であるのに対し
て，浙江省においては02年度には13.6％にまで落ち込み，その後05年度に
は若干回復するものの14.8％と低い水準である。他方，私有企業による生
産額比は05年度に全国の水準を３倍弱ほど上回る35.7％にまで上昇する。
また，外資系企業の比重は増加傾向にあるとは言え，全国より低く，?そ
の他企業」の比重が大きいところに浙江省における所有制のもう一つの特
徴が窺える。
以上のような製造業部門での傾向は，図７にみられるとおり，流通・販
売部門においても確認される。全国的に国有部門が54.6％から20.7％へ，
集団部門が43.3％から16.6％へ，個人部門が0.13から37.1％へと変化する
なかで，浙江省では国有部門が41.3％から12.0％へ，集団部門が53.5％か
ら11.3％へと減少し，個人部門が0.41から56.1％へと増加する。こうして
浙江省においては90年代末までの間に，個人部門の比率が50％を超えるの
に対して，国有部門，集団制部門はともに10％台へ低下し，全国的趨勢に
比較して非公有化，民営化が進んだ。売上額の所有制別の動向は99年以降
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まず図６―１―１と図６―２―１で，社会総生産額ベースで90年代後半
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公表されていないが，おそらくこの傾向は変わらないとみられる。
ところで，90年代前半まで経済成長をリードしてきた，非国有の郷鎮企
業においても所有制構成に変化がみられるようになる。統計上の制約か
ら，社会総生産額ベースでの，工業，建築，サーヴィスなど全ての産業分
野の生産額を一括した総額でのみ比較可能であるが，浙江省において集団
図６―１―１ 浙江省の工業総生産
額の所有制構成（1980～1997)
図６―２―１ 全国の工業総生産額
の所有制構成（1980～1997）
図６―１―２ 浙江省の工業総生産
額の所有制構成（2000～2005）
図６―２―２ 全国の工業総生産額
の所有制構成（2000～2005）
出典 浙江省は『新浙江五十年統計 編』，『浙江統計年鑑』各年度。
全国は『新中国五十年統計 編』，『中国統計年鑑』各年度。
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制企業と私有企業との生産額と比率は，1985年の218億元（87.6％)：32億
（12.9％）から2002年には5605億元（30.6％)：１兆2714億元（69.4％）へ
と逆転し，私有企業の生産額比率がほぼ７割に達する。全国的にも，世紀
転換期には集団制企業の衰退，私有企業の隆盛が趨勢となり，1985年には
町営，村営の集団制企業の生産額は1988億元（72.9％)，私有企業が740億
元（27.1％）であったのに対して，02年になると集団制企業対民間企業は
５兆535億元（36％）対８兆9900億元（64％）と逆転することになる???。
ところで，かつて村松祐次氏は中国経済の構造上の特徴を，繊維など外
国製品の輸入が増加するものの，零細規模の家内生産，問屋制生産は衰退
するどころか，乱立し，過酷なまでの競争が行われて，新陳代謝が急速に
進む，と描写した。まさに今日の浙江省をはじめ，沿海地域の中部，南部
の状況を髣髴とさせる。但し，村松氏はそうした状況を，大規模な近代的
企業が育たない，?安定のない停滞」として捉えた???。しかし，浙江省経
済の現況はこれとは対極的な，?安定に向かう繁栄」とでも表現するのが
相応しいと思われる。
５）国家統計局国民経済核算司（2007)，『中国国内生産総値核算歴史資料
1952－2004』，北京，中国統計出版社。
図７―１ 浙江省の小売額の所有制構成 図７―２ 全国の小売額の所有制構成
出典，浙江省の数値は『浙江統計年鑑』，各年度。全国の数値は『中国統計年鑑』，各年度。
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図６―１―２ 浙江省の工業総生産
額の所有制構成（2000～2005）
図６―２―２ 全国の工業総生産額
の所有制構成（2000～2005）
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６）相似係数は，産業構造の類似性，異質性を測定する指標として国連工業開
発機構（UNIDO）のレポートで使われはじめた指標である。UNIDO
（1979),World Industry since 1960:Progress and Prospects,New York,
United Nations,p.72．i国とj国との間の相似係数s?＝?∑
?
???
X??X???
?∑
?
???
X??∑
?
???
X????。X?，X?はそれぞれi国とj国における，?産業のシェ
アを表わす。０は両国の間に類似性はなく完全に競争的，１は両国が同一
の産業構造を持つことを示す。
７）国家統計局工業交通統計司（2006)，『中国工業経済統計年鑑 2006』，北
京，中国統計出版社，
８）拙稿（2001)，248～253頁参照。
９）第三次全国工業普査弁公室（1997)，『中華人民共和国1995年第三次全国工
業普査資料 編』，地区編，北京，中国統計出版社。
10）従来，中国の公式統計ではマルクスの区分に従い，私営企業とは従業員数
が８人以上の企業を指し，８人未満を雇う個人企業と区別していたが，国
家統計局は99年以降，個人企業による生産額を計上しないことにしている
（国家統計局工業交通統計司（1999)，『新編工業統計工作指南』，北京，中
国統計出版社，57頁)。
11）農業部郷鎮企業局（2003)，『中国郷鎮企業統計資料（1978－2002)』，北
京，農業出版社，をもとに，『浙江統計年鑑 1993』で補正。
12）村松祐次（1975)，『中国経済の社会態制』，東洋経済新報社，56～63頁。
．?浙江現象」の背景
本節では浙江省において経済の民営化が進んだ背景として，所有制改革
の軌跡をマクロ経済の動向との関連で概観しておく。
1978年末の中国共産党の第11期中央委員会第３回総会の決議をうけ，翌
79年からまず農村の経済体制改革が始まり，その成果をうけて84年からは
都市，国営企業においても改革が始まる。改革の成果は農村，都市におい
ても購買力の増大となって現われ，消費需要は急速に拡大した。市場原理
が徐々に拡大するものの，国営企業の改革が緩慢であるなかで，そうした
需要拡大に応えたのは主に農村に立地する，非国有の，いわば「体制外」
の郷鎮企業であった。特に，安価な非耐久消費財や建材などの供給は郷鎮
26
企業が支えていた。しかし，国民経済全体としてみれば，依然，コルナイ
が解明した，社会主義計画経済体制固有の「不足の世界」が続き，総需要
に対して供給が不足する売り手市場が恒常的であった。価格の自由化の影
響もあり，景気は概して過熱する傾向にあり，政治情勢にも敏感に反応し
て波動の幅は大きいものであった。
郷鎮企業の経営は，独立採算，損益自己負担を原則としたが，各地でそ
れぞれの条件を活かすことが認められ（?因地制宜」)，企業の所有面にお
いても多様な形態が並存した。そのなかで全国を二分するモデルとして，
一方の極には江蘇省南部において典型的に発展した，人民公社時代の社隊
企業を源とし，集団所有制企業を中核とする「蘇南モデル」，他方の極に
は浙江省南部の温州市郊外の農村地域において，個人農家を経営主体とし
て地域経済の発展をリードする「温州モデル」が存在した。この時期の浙
江省においては，南部は無論「温州モデル」型の発展であったのに対し，
省東北部は蘇南地域と隣接し，歴史的経緯や自然条件が近似していること
もあり，発展のタイプは「蘇南モデル」と同質の「浙北」型として南部と
は対照的であった。当然のことながら，?蘇南モデル」は社会主義体制な
らではの模範的地域開発のケースとして称賛されたのに対し，?温州モデ
ル」は実質的な私有制であり，地域が発展し，経済が拡大すれば社会主義
の理念に抵触することになるだけに冷眼視されがちであった。学界や行政
の関係者の間で「温州モデル」を議論するにあたり，?家庭企業を中心と
する発展」などと表現することが多かったのも，所有制を前面に出した政
治，思想上の緊張をもたらし，せっかくの地域開発の芽を摘みかねないこ
とを警戒したからである。
実際に政治問題化した事例が，1983年に温州で起こった「?大王事件」
として知られる，８人の私有企業経営者が逮捕された出来事である。今日
でこそ地元政府が逮捕は誤りと認めているが，前年の1982年に公布された
憲法の「個人経済は社会主義公有経済を補完する。国家は個人経済の合法
的権利と利益を保障する」(第11条）という規定が空文に過ぎないことを
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物語っていた。もっとも，この事件は中央の党，政府レベルで市場経済体
制への移行を推進する改革派に反対する保守派の勢力の大きさを反映した
結果であり，80年代半ば以降，改革派が次第に優勢になると，地元政府は
先述の「挂戸経営」を普及させるなど，私有企業の活動を保護したり，場
合によっては黙認するようになる。
1987年の中国共産党第13回大会で，発展段階が初期であることを理由に
非公有制企業の存在を容認する論拠となる「社会主義初級段階」を承認し
たことをうけ，翌88年には憲法が改正され，?(８人以上を雇用する）私営
経済が法律の定める範囲内で存在し，発展することを承認する。私営経済
は社会主義公有制経済の補充であり，国家は私営経済の合法的権利と利益
を保護し，私営経済に対し指導，監督，管理を実行する」と明記されるよ
うになる。無論，この修正で私有企業の自由な活動が完全に保証されるよ
うになったわけではないことは，翌89年６月の「天安門事件」後，私有企
業のみならず，非国有の企業が有形，無形の規制の強化を受け，２年半余
りにわたり経営の停滞が続いた事実が示すとおりである。
しかし，92年に最高指導者，鄧小平が発表した「南巡講話」を契機に，
経済成長を最優先の国家目標とし，?社会主義市場経済」の実現という名
目で，実質上の市場経済体制への移行に向けて制度改革が加速された。改
革は，株式制の導入，国有企業の人員整理，などそれまでタブーとされて
きた領域にも及んだ。その結果，成長は回復し，都市部では耐久消費財を
中心に需要が拡大する一方，主に外資を誘致する経済開発区が各地で乱立
し，過剰な設備投資，無秩序な資金融資も行われるようになり，93～94年
にはインフレを警戒するほど景気が過熱し，不良債権も増大した。こうし
た制度改革を断行しつつ，景気過熱を抑えて「軟着陸」を実現するため
に，朱鎔基首相は総需要抑制策を徹底して実施するとともに，金融の引き
締めを強化し，不良債権処理を強力に推進した。その結果，資金調達が困
難となって経営が悪化する企業が増加する一方，国有企業の制度改革が進
むなかで，家電業界に典型にみられるように規制緩和により新規参入が容
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易となったため，市場競争が激化し，供給が過剰気味となり，在庫拡大が
恒常化し，買い手市場へと転じた。伝統的な社会主義経済体制から引き継
いだ「不足の世界」が終焉し，?過剰の世界」の時代を迎えるに至ったの
である。
物価は94年をピーク（消費者物価で前年比プラス24.1％）に落ち着きを
みせたが，97年後半からアジア金融危機の影響も加わり，前年比マイナス
となり，マクロ経済の主要な運営課題はインフレ警戒から一転してデフレ
対策へと変化した。デフレ脱却のために，中央政府はケインズ理論の教科
書風な政策を採り，公共事業への財政支出の大幅な増額による総需要拡大
をめざすとともに，国有企業から解雇された労働者の受け皿を確保し，ま
た増大する出稼ぎ農民に対しても雇用機会を保障する必要があった。公式
統計による失業率は80年代前半以降ほぼ２％台で推移してきたのが，96年
に３％に達し，以後00年まで３％台前半に止まる???。しかし，この公式統
計の数値は失業届けを提出した，都市住民のみを対象としており，現実に
は無届の失業者が多数存在しており，実際の失業率は上記の水準を大幅に
上回っていたことは明らかである。こうした状況において，中央の党，政
府は，８人以上を雇用し，資本家とみなされる者が所有，経営する「私営
企業」の合法化へ踏み切らざるを得なかった。
冒頭で述べたとおり，97年９月の中国共産党の第15回大会において私有
企業を実質上，合法的存在として承認することとなった。この大会では，
「公有制を主体とし，多様な所有制経済をともに発展させることは，わが
国の社会主義初級段階の，基本的な経済制度である」と宣言し，?多様な
所有制経済」を「基本的な経済制度」と認め，個人経済，私営経済の組
織，単位を従来の「制度外」から「制度内」に引き入れて，その発展を奨
励するに至った。そして，99年３月の国会で憲法が修正され，?個人経済，
私営経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である。……国家は個人経
済，私営経済の権利と利益を保護する」(第11条）と明記されるに至った。
こうして所有制に関わる規制が実質上撤廃されことにより，私有経済化
中国経済の新たな局面 29402
物語っていた。もっとも，この事件は中央の党，政府レベルで市場経済体
制への移行を推進する改革派に反対する保守派の勢力の大きさを反映した
結果であり，80年代半ば以降，改革派が次第に優勢になると，地元政府は
先述の「挂戸経営」を普及させるなど，私有企業の活動を保護したり，場
合によっては黙認するようになる。
1987年の中国共産党第13回大会で，発展段階が初期であることを理由に
非公有制企業の存在を容認する論拠となる「社会主義初級段階」を承認し
たことをうけ，翌88年には憲法が改正され，?(８人以上を雇用する）私営
経済が法律の定める範囲内で存在し，発展することを承認する。私営経済
は社会主義公有制経済の補充であり，国家は私営経済の合法的権利と利益
を保護し，私営経済に対し指導，監督，管理を実行する」と明記されるよ
うになる。無論，この修正で私有企業の自由な活動が完全に保証されるよ
うになったわけではないことは，翌89年６月の「天安門事件」後，私有企
業のみならず，非国有の企業が有形，無形の規制の強化を受け，２年半余
りにわたり経営の停滞が続いた事実が示すとおりである。
しかし，92年に最高指導者，鄧小平が発表した「南巡講話」を契機に，
経済成長を最優先の国家目標とし，?社会主義市場経済」の実現という名
目で，実質上の市場経済体制への移行に向けて制度改革が加速された。改
革は，株式制の導入，国有企業の人員整理，などそれまでタブーとされて
きた領域にも及んだ。その結果，成長は回復し，都市部では耐久消費財を
中心に需要が拡大する一方，主に外資を誘致する経済開発区が各地で乱立
し，過剰な設備投資，無秩序な資金融資も行われるようになり，93～94年
にはインフレを警戒するほど景気が過熱し，不良債権も増大した。こうし
た制度改革を断行しつつ，景気過熱を抑えて「軟着陸」を実現するため
に，朱鎔基首相は総需要抑制策を徹底して実施するとともに，金融の引き
締めを強化し，不良債権処理を強力に推進した。その結果，資金調達が困
難となって経営が悪化する企業が増加する一方，国有企業の制度改革が進
むなかで，家電業界に典型にみられるように規制緩和により新規参入が容
28
易となったため，市場競争が激化し，供給が過剰気味となり，在庫拡大が
恒常化し，買い手市場へと転じた。伝統的な社会主義経済体制から引き継
いだ「不足の世界」が終焉し，?過剰の世界」の時代を迎えるに至ったの
である。
物価は94年をピーク（消費者物価で前年比プラス24.1％）に落ち着きを
みせたが，97年後半からアジア金融危機の影響も加わり，前年比マイナス
となり，マクロ経済の主要な運営課題はインフレ警戒から一転してデフレ
対策へと変化した。デフレ脱却のために，中央政府はケインズ理論の教科
書風な政策を採り，公共事業への財政支出の大幅な増額による総需要拡大
をめざすとともに，国有企業から解雇された労働者の受け皿を確保し，ま
た増大する出稼ぎ農民に対しても雇用機会を保障する必要があった。公式
統計による失業率は80年代前半以降ほぼ２％台で推移してきたのが，96年
に３％に達し，以後00年まで３％台前半に止まる???。しかし，この公式統
計の数値は失業届けを提出した，都市住民のみを対象としており，現実に
は無届の失業者が多数存在しており，実際の失業率は上記の水準を大幅に
上回っていたことは明らかである。こうした状況において，中央の党，政
府は，８人以上を雇用し，資本家とみなされる者が所有，経営する「私営
企業」の合法化へ踏み切らざるを得なかった。
冒頭で述べたとおり，97年９月の中国共産党の第15回大会において私有
企業を実質上，合法的存在として承認することとなった。この大会では，
「公有制を主体とし，多様な所有制経済をともに発展させることは，わが
国の社会主義初級段階の，基本的な経済制度である」と宣言し，?多様な
所有制経済」を「基本的な経済制度」と認め，個人経済，私営経済の組
織，単位を従来の「制度外」から「制度内」に引き入れて，その発展を奨
励するに至った。そして，99年３月の国会で憲法が修正され，?個人経済，
私営経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である。……国家は個人経
済，私営経済の権利と利益を保護する」(第11条）と明記されるに至った。
こうして所有制に関わる規制が実質上撤廃されことにより，私有経済化
中国経済の新たな局面 29403
が進んでいた温州地域のみならず，浙江省全体として私有企業の発展に弾
みがつき，?浙江現象」が文字通り倣うべきモデルとして脚光を浴びるこ
とになる。
この間，アジア金融危機による輸出の停滞があったものの，GDPベー
スで７～９％台の成長率を維持する一方，消費者物価は98，99年と連続し
て前年比マイナスとなるなど，マクロ経済の基調は高成長，低物価，と移
行期であるが故の特異な様相を呈していた。その後，00年12月末になり国
家統計局が消費者物価下げ止まり宣言を出したが，続く２年間は前年比プ
ラスとはなったものの，コンマゼロ以下の水準にとどまり，02年には再び
マイナスに落ち込む。工業製品の工場出荷価格は，97～02年の間，00年を
除き前年比マイナスであり，プラスに転じるのは03年からである。こうし
た高成長，低物価をもたらした主要な要因は，私有企業が合法化されたこ
とにより，企業間競争がより一層激化することで経済の活性化と製品の低
価格化が同時にもたらされたことにある。?利益なき繁忙」という表現は，
多くの主要な企業において経営業績が悪化した事情を適切に描写してい
る。01年には念願のWTO加盟を果たし，その意義を宣伝するキャンペ
ーンが広く展開された。しかし，輸入，外資流入の制限撤廃により増大す
る外圧に抗するために一層の競争力強化を余儀なくされ，企業の経営環境
が更に厳しくなったこともまた事実であった。
02年11月の，中国共産党第16回党大会においては，江沢民総書記が自ら
提唱する「三つの代表」を国是とし，中国共産党をこれまでの労働者，農
民を支持基盤とする階級政党から，広い範囲の国民の利益を代表する国民
政党へ脱皮したことを宣言した。そのうえで，個人経済，私営経済などの
非公有制経済の発展により，就業機会を拡大し，市場の活性化を促し，ま
た，国内の民間資本の参入領域を拡大し，資金の投融資，税収，土地使
用，対外貿易などの方面で，非公有制企業が公有制企業と公平な競争を実
現することを目指した。こうして「いささかも揺らぐことなく非公有制経
済の発展を奨励，支持，指導しなければならない」ことを確約したうえ
30
で，非労働収入に基づく収入をも含め，財産を保障することをも党大会決
議に明文化した。翌03年10月には，中国共産党第16期中央委員会第３回総
会において，非公有制経済を大いに発展させ，公有制企業や優遇される外
資系企業などとは同等の待遇を享受できることを確認し，国有企業につい
ては，市場での公平な競争のなかで優勝劣敗のもとで淘汰することも承認
された。
私有経済のメッカ，温州ではこうした共産党中央の方針をうけて，?全
国は温州を見ている。温州は全国に学べ」というスローガンを掲げ，これ
までの家族経営が中心であった私有経済を更に一歩進め，近代的な大企業
の発展を促し，上海市や広州市に比肩するような国際的な大都市へ成長す
ることを目標として掲げた。こうした動きは，浙江省の他の地域に刺激を
与え，私有制済，民営化の動きを促進した。
以上のような経緯を経て，04年３月の国会で憲法が再度改正され，第16
回党大会で採択された決議の趣旨が条文化され，?個人経済，私営経済な
どの非公有制経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である……国家は
個人経済，私営経済などの非公有制経済の合法的権利と利益を保護する。
国家は非公有制経済の発展を奨励，支持，指導し，法に従って監督，管理
を実行する」(第11条）ことが明記されることになった。さらに私有財産
に対する権利は不可侵であり，私有の財産権，相続権は法律により保護さ
れることも条文に盛り込まれた（第13条)。07年３月には国会でこれらの
権利を具体的に保護する手続きを定めた「物権法」が可決された???。
03年には成長率がちょうど10％に達したが，以後，10.1％（04年)，
10.4％（05年)，10.7％（06年）と高い成長率が続き，07年度も10％を超
えることは確実である。このような高成長が持続し，インフレへの警戒が
強まるものの，?世界の工場」としての中国の存在感がこれまで以上に高
まることは十分予想される。市場経済体制への移行期と開発過程にあっ
て，経済成長を最優先の課題とし，失業率を可能な限り抑えようとすれ
ば，所有制に関わる規制は撤廃せざるを得ないのは当然の選択であり，そ
中国経済の新たな局面 314 4
が進んでいた温州地域のみならず，浙江省全体として私有企業の発展に弾
みがつき，?浙江現象」が文字通り倣うべきモデルとして脚光を浴びるこ
とになる。
この間，アジア金融危機による輸出の停滞があったものの，GDPベー
スで７～９％台の成長率を維持する一方，消費者物価は98，99年と連続し
て前年比マイナスとなるなど，マクロ経済の基調は高成長，低物価，と移
行期であるが故の特異な様相を呈していた。その後，00年12月末になり国
家統計局が消費者物価下げ止まり宣言を出したが，続く２年間は前年比プ
ラスとはなったものの，コンマゼロ以下の水準にとどまり，02年には再び
マイナスに落ち込む。工業製品の工場出荷価格は，97～02年の間，00年を
除き前年比マイナスであり，プラスに転じるのは03年からである。こうし
た高成長，低物価をもたらした主要な要因は，私有企業が合法化されたこ
とにより，企業間競争がより一層激化することで経済の活性化と製品の低
価格化が同時にもたらされたことにある。?利益なき繁忙」という表現は，
多くの主要な企業において経営業績が悪化した事情を適切に描写してい
る。01年には念願のWTO加盟を果たし，その意義を宣伝するキャンペ
ーンが広く展開された。しかし，輸入，外資流入の制限撤廃により増大す
る外圧に抗するために一層の競争力強化を余儀なくされ，企業の経営環境
が更に厳しくなったこともまた事実であった。
02年11月の，中国共産党第16回党大会においては，江沢民総書記が自ら
提唱する「三つの代表」を国是とし，中国共産党をこれまでの労働者，農
民を支持基盤とする階級政党から，広い範囲の国民の利益を代表する国民
政党へ脱皮したことを宣言した。そのうえで，個人経済，私営経済などの
非公有制経済の発展により，就業機会を拡大し，市場の活性化を促し，ま
た，国内の民間資本の参入領域を拡大し，資金の投融資，税収，土地使
用，対外貿易などの方面で，非公有制企業が公有制企業と公平な競争を実
現することを目指した。こうして「いささかも揺らぐことなく非公有制経
済の発展を奨励，支持，指導しなければならない」ことを確約したうえ
30
で，非労働収入に基づく収入をも含め，財産を保障することをも党大会決
議に明文化した。翌03年10月には，中国共産党第16期中央委員会第３回総
会において，非公有制経済を大いに発展させ，公有制企業や優遇される外
資系企業などとは同等の待遇を享受できることを確認し，国有企業につい
ては，市場での公平な競争のなかで優勝劣敗のもとで淘汰することも承認
された。
私有経済のメッカ，温州ではこうした共産党中央の方針をうけて，?全
国は温州を見ている。温州は全国に学べ」というスローガンを掲げ，これ
までの家族経営が中心であった私有経済を更に一歩進め，近代的な大企業
の発展を促し，上海市や広州市に比肩するような国際的な大都市へ成長す
ることを目標として掲げた。こうした動きは，浙江省の他の地域に刺激を
与え，私有制済，民営化の動きを促進した。
以上のような経緯を経て，04年３月の国会で憲法が再度改正され，第16
回党大会で採択された決議の趣旨が条文化され，?個人経済，私営経済な
どの非公有制経済は社会主義市場経済の重要な構成要素である……国家は
個人経済，私営経済などの非公有制経済の合法的権利と利益を保護する。
国家は非公有制経済の発展を奨励，支持，指導し，法に従って監督，管理
を実行する」(第11条）ことが明記されることになった。さらに私有財産
に対する権利は不可侵であり，私有の財産権，相続権は法律により保護さ
れることも条文に盛り込まれた（第13条)。07年３月には国会でこれらの
権利を具体的に保護する手続きを定めた「物権法」が可決された???。
03年には成長率がちょうど10％に達したが，以後，10.1％（04年)，
10.4％（05年)，10.7％（06年）と高い成長率が続き，07年度も10％を超
えることは確実である。このような高成長が持続し，インフレへの警戒が
強まるものの，?世界の工場」としての中国の存在感がこれまで以上に高
まることは十分予想される。市場経済体制への移行期と開発過程にあっ
て，経済成長を最優先の課題とし，失業率を可能な限り抑えようとすれ
ば，所有制に関わる規制は撤廃せざるを得ないのは当然の選択であり，そ
中国経済の新たな局面 31405
の成果は「浙江現象」として浙江省において実証されている，と言えよう
（以下，次号)。
13）国家統計局人口和社会科技統計司・労働和社会保障部規画財務司，『中国労
働統計年鑑』，各年度，北京，中国統計出版社。
14）こうした私有経済を合法化する動きに反対する勢力も依然存在する。05年
２月20日に89名からなる「左派」と称される人々が，中国共産党中央，全
国人民代表会議，国務院あてに建議書を提出し，社会主義国家であること
を定めた憲法に違反するとして，国務院が非公有経済を奨励することに反
対を表明している。
私有企業のオーナーの側では，政策が変更し，資産の没収などが行われ
ることへの不安が根強い。このため，中国共産党は02年の16回党大会で党
規約を改定し，私営企業家であっても入党できることとし，私有企業のオ
ーナーたちの不安解消に努めた。
本稿は，筆者が2005年法政大学国内研究員の期間に研究に着手し，2006
年度には法政大学重点事業プロジェクト「BRICsの競争力と日本の国際
戦略」(研究代表者， 鵬法政大学経済学部教授）の助成をうけた。さら
に2007年度に始まる，法政大学競争的資金獲得研究助成金「中国における
民間企業の発展についての基礎研究」(研究代表者，菊池道樹）で浙江省
の現地で調査を行うことができた。法政大学や浙江省各地の関係者に感謝
したい。
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